
岡部研究会「研究論文概要集」(2006年度春学期) について

岡部研究会では、1998年度春学期以降、参加メンバーが学期中に執筆したすべての研究論文

の「概要」を学期毎に一冊にとりまとめて刊行しています。本書は、2006年度春学期のもので

あり、このシリーズの第１４号に該当します。

今学期の研究テーマは、研究会１「金融研究：情報化の進展と金融業」、研究会２「日本経

済研究：情報技術革新と日本経済」の二つであり、ともに情報通信技術革新のインパクトを広

範に検討することを中心課題としました。今回の概要集には三つの特徴があります。第一に、

ここに収録されている論文要旨は、すべて研究報告会議において報告され（今回は2006年7月8

～9日に湘南国際村で開催）、そこでの討議を踏まえて改訂されたものとなっていることです。

第二に、この冊子の刊行が湘南藤沢学会の正式刊行物として発行されることです。そして第三

に、前回と同様、ここには各論文の概要のほか、目次あるいは論文の中で最も重要な図表等も

併せて掲載していること（一つの論文に２ページを割当てていること）です。

本書を刊行する理由は二つあります。第一に、各研究の成果の要点を記録しておくこと自体

に意味があることです。第二には、研究テーマとして多様な視点があることを示すことによっ

て、今後の研究の糸口を見つけるヒントになることが期待されるからです。なお、過去の「概

要集」の目次は、岡部研究会のウエブサイトに掲載してあります（アドレスは下記）。

なお、これらのうち最優秀と認められたもの（各研究会１編、合計２編）は、従来どおり、

単独刊行物として湘南藤沢学会より刊行される予定です。従来のそうした岡部研究会優秀論文

は、それぞれすでに刊行されており、論文全文をインターネット上からダウンロードすること

ができます。
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